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            主     文 

       原判決を破棄する。 

       被上告人らの請求をいずれも棄却する。 

       訴訟の総費用は被上告人らの負担とする。 

            理     由 

 上告代理人南雅晴ほかの上告受理申立て理由について 

 １ 本件は，公共下水道工事等の入札において被上告人らを含む事業者らがした

受注予定者の決定等に関する合意が，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（平成１４年法律第４７号による改正前のもの。以下「法」という。）２条６

項所定の「不当な取引制限」に当たる行為（談合）であるとして，上告人から課徴

金の納付を命ずる審決（公正取引委員会平成１４年（判）第１号ないし第３４号。

以下「本件審決」という。）を受けた被上告人らが，上告人に対し，それぞれ本件

審決のうち自らに対して課徴金の納付を命じた部分の取消しを求めている事案であ

る。 

 ２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

 (1) 財団法人東京都新都市建設公社（以下「公社」という。）は，東京都の区

域のうち区部及び島しょ部を除く区域（以下「多摩地区」という。）に所在する市

町村から委託を受けるなどして，多摩地区において公共下水道の建設等の都市基盤

整備事業を行う法人である。 

 公社は，原則として，公共下水道等の土木工事を指名競争入札の方法により発注

しており，予定価格が５００万円以上である土木工事のうち，一の事業者によって

施工される工事（以下「単独施工工事」という。）の発注においては，公社が入札
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参加資格を満たす者として登録している事業者の中から入札参加希望者を募り，そ

の中から指名競争入札に参加する事業者（以下「入札参加業者」という。）を指名

し，また，二の事業者の共同施工方式により施工される工事（以下「共同施工工

事」という。）の発注においては，上記と同様の方法で募る入札参加希望者の中か

ら共同企業体（以下「ＪＶ」という。）の構成員となるべき者を指名してこれらの

者により結成されたＪＶを入札に参加させていた（以下，公社の上記各指名に係る

事業者を「指名業者」といい，共同施工工事の指名競争入札に参加するＪＶを「入

札参加ＪＶ」という。）。公社は，これを工事希望型指名競争入札と称し，工事発

注予定表をもってその発注する工事の件名等を公示し，入札参加希望者に工事希望

票を提出させ，工事希望票の提出者の中から指名業者を選定していた。公社は，指

名業者の選定に当たっては，単独施工工事については１０者が入札参加業者とな

り，共同施工工事については１０組のＪＶが入札参加ＪＶとなるように選定するこ

とを常としていた。 

 公社は，上記の入札参加資格を満たす者として登録している事業者を，その事業

規模等により工種区分ごとにＡからＥまでのいずれかのランク（以下「事業者ラン

ク」という。）に格付けした上，格付けごとに順位（以下「格付順位」という。）

を付していた。また，公社は，発注する土木工事を，その工事の予定価格を基準と

し，これに工事の技術的な難易度等を勘案して，事業者ランクがＡからＥまでのい

ずれかの１者による単独施工工事（以下，事業者ランクがＡの者による単独施工工

事を「Ａランクの工事」という。）並びに事業者ランクがいずれもＡの２者，Ａ及

びＢの２者又はＡ及びＣの２者で結成するＪＶによる共同施工工事（以下，これら

の共同施工工事を順に「ＡＡランクの工事」，「ＡＢランクの工事」，「ＡＣラン
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クの工事」という。）に分けて格付けしており，予定価格１億７０００万円以上２

億６０００万円未満の工事がＡランクの工事，２億６０００万円以上３億円未満の

工事がＡＣランクの工事，３億円以上５億６０００万円未満の工事がＡＢランクの

工事，５億６０００万円以上の工事がＡＡランクの工事におおむね対応していた。

そして，公社は，指名業者を選定するに当たり，① 単独施工工事については，発

注する工事に対応する事業者ランクに格付けされた者の中から指名することを基本

とし，② ＡＢランクの工事又はＡＣランクの工事については，事業者ランクがＡ

の者をＪＶの構成員のうちの代表者（以下「メイン」という。）として指名し，事

業者ランクがＢ又はＣの者をＪＶのその他の構成員（以下「サブ」という。）とし

て指名することを基本とし，指名を受けたメインとサブに結成させたＪＶを入札参

加ＪＶとし，③ ＡＡランクの工事については，メインとサブを区別せずに，事業

者ランクがＡの者の中から指名することを基本とし，指名を受けた者同士に結成さ

せたＪＶを入札参加ＪＶとしていた。 

 規模が大きい工事や高度な施工技術が求められる工事については，公社が工事希

望票を提出してきた者の中から原則として格付順位が上位の者を優先して指名業者

に選定していたため，その上位に格付けされていた後記(2)のゼネコンが指名業者

に選定されることが多かった。また，公社は，何度も工事希望票を提出しているに

もかかわらず指名されていない事業者を救済する目的で，工事希望票の提出回数，

指名回数及び受注回数を考慮して指名業者を選定する場合があった。 

 公社は，入札の実施に当たって予定価格及び最低制限価格を設定し，各入札参加

業者又は入札参加ＪＶの入札価格の全部が予定価格を上回る場合にはその場で３回

まで入札を行い，最低制限価格を下回る価格で入札した入札参加業者又は入札参加
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ＪＶは失格とし，最低制限価格以上予定価格以下の価格で入札した入札参加業者又

は入札参加ＪＶの中で最も低い価格で入札した者を落札者としていた。公社は，平

成１３年９月以前は，予定価格及び最低制限価格を事前に公表していなかったが，

公社の設定する最低制限価格は予定価格の８０％に相当する額であり，このことは

後記(2)のゼネコンの入札担当者に広く認識されていた。 

 ＪＶを結成して公社の指名競争入札に参加する場合には，通常，ＪＶのメインが

入札価格を決定していた。 

 (2) 被上告人らを含む本件審決の被審人らのうちａ，ｂ及びｃを除く３１社並

びに吸収合併前のｄ及びｅ（以下，これらを併せて「本件３３社」という。）は，

いずれも建設業法所定の許可を受けて国内の広い地域において総合的に建設業を営

む者（以下「ゼネコン」という。）であり，多摩地区においても営業所を置くなど

して事業活動を行っていた。 

 平成９年１０月１日から同１２年９月２７日までの間（以下「本件対象期間」と

いう。）においては，本件３３社に加え，いずれも多摩地区で事業活動を行うゼネ

コンであるａほか４６社（以下「その他４７社」という。）が，公社から，入札参

加資格を満たす者として前記(1)の登録を受け，土木工事のうち下水道工事，一般

土木工事等の特定の工種区分における事業者ランクをＡとして格付けされていた。 

 また，本件対象期間においては，多摩地区で建設業を営むゼネコン以外の事業者

１６５社（協同組合を含む。以下「地元業者」という。）等も，公社から入札参加

資格を満たす者として前記(1)の登録を受け，公社が発注する土木工事の指名競争

入札に参加していた。地元業者のうち，本件対象期間において，公社から下水道工

事の工種区分における事業者ランクをＡとして格付けされていた者は，７４社であ
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った。 

 (3) 公社は，指名競争入札の方法により発注する土木工事であるＡＡランクの

工事，ＡＢランクの工事，ＡＣランクの工事又はＡランクの工事（以下「Ａランク

以上の土木工事」と総称する。）で，本件３３社及びその他４７社のうちの複数の

者又はこれらのいずれかの者をメインとする複数のＪＶを入札参加業者又は入札参

加ＪＶの全部又は一部とするもの（以下「公社発注の特定土木工事」という。）

を，本件対象期間中に７２件発注した。 

 本件３３社は，それぞれ本件対象期間中に入札が実施された上記７２件の工事に

係る指名競争入札の一部において指名業者となり，それぞれ入札参加業者又は入札

参加ＪＶの構成員として１ないし３件の工事を落札して受注した。本件３３社の落

札及び受注に係る工事の合計数は３４件であり（以下，これらの工事を「本件３４

件の工事」という。），その予定価格に対する落札価格の割合（以下「落札率」と

いう。）は，９９％を超えるものが２１件，９８％を超え９９％に満たないものが

５件，９７％を超え９８％に満たないものが２件，９０％に満たないものが６件で

あった。また，本件３４件の工事のうち２４件の工事の指名競争入札においては，

地元業者が入札参加業者又は入札参加ＪＶのメインの中に含まれていた。 

 (4) 本件３４件の工事のうち被上告人らの落札及び受注に係る各工事（以下

「本件個別工事」という。）における入札の実施状況は，次のとおりである。 

 ア 公社は，八王子市の下水道工事（本件審決にいう番号１１の物件）につい

て，ＡＣランクの工事として，平成１０年４月１６日付け工事発注予定表により入

札予定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事業者を指名して，同年５月２

６日に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後のメインは，本件３３社のうち



- 6 -

の被上告人Ｘ１を含む４社，その他４７社のうちの４社及び地元業者２社であっ

た。同被上告人を除くゼネコン各社をメインとする７組のＪＶは，予定価格を上回

る価格で入札し，地元業者をメインとする２組のＪＶは，入札価格が最低制限価格

を下回ったため失格した。その結果，同被上告人をメインとするＪＶが落札し，落

札率は８９．７９％であった。 

 イ 公社は，立川市の下水道工事（本件審決にいう番号２４の物件）について，

ＡＡランクの工事として，平成１０年８月２７日付け工事発注予定表により入札予

定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事業者を指名して，同年９月２８日

に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後のメインは，本件３３社のうちの被

上告人Ｘ２を含む４社及びその他４７社のうちの６社であった。同被上告人を除く

各社をメインとするＪＶは，予定価格を上回る価格で入札した。その結果，同被上

告人をメインとするＪＶが落札し，落札率は９９．６２％であった。 

 ウ 公社は，前記イの工事の継続工事である立川市の下水道工事（本件審決にい

う番号２６の物件）について，ＡＡランクの工事として，平成１０年１１月２６日

付け工事発注予定表により入札予定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事

業者を指名して，同年１２月２５日に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後

のメインは，本件３３社のうちの被上告人Ｘ２を含む４社及びその他４７社のうち

の６社であった。同被上告人を除く各社をメインとするＪＶは，予定価格を上回る

価格で入札した。その結果，同被上告人をメインとするＪＶが落札し，落札率は９

９．６０％であった。 

 エ 公社は，立川市の下水道工事（本件審決にいう番号３０の物件）について，

ＡＡランクの工事として，平成１１年２月２５日付け工事発注予定表により入札予
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定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事業者を指名して，同年３月２９日

に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後のメインは，本件３３社のうちの被

上告人Ｘ３を含む３社及びその他４７社のうちの７社であった。同被上告人を除く

各社をメインとするＪＶは，予定価格を上回る価格で入札した。その結果，同被上

告人をメインとするＪＶが落札し，落札率は９９．９７％であった。 

 オ 公社は，前記イ，ウの工事の継続工事である立川市の下水道工事（本件審決

にいう番号３４の物件）について，ＡＡランクの工事として，平成１１年４月１日

付け工事発注予定表により入札予定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事

業者を指名して，同年５月６日に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後のメ

インは，本件３３社のうちの被上告人Ｘ２を含む４社及びその他４７社のうちの６

社であった。同被上告人を除く各社をメインとするＪＶは，同被上告人をメインと

するＪＶの入札価格より高い価格で入札した。その結果，２回目の入札において同

ＪＶが落札し，落札率は９７．９９％であった。 

 カ 公社は，前記エの工事と一体の工事である立川市の下水道工事（本件審決に

いう番号５２の物件）について，ＡＡランクの工事として，平成１１年１１月２５

日付け工事発注予定表により入札予定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき

事業者を指名して，同１２年１月６日に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成

後のメインは，本件３３社のうちの被上告人Ｘ３を含む３社及びその他４７社のう

ちの７社であった。同被上告人を除く各社をメインとするＪＶは，予定価格を上回

る価格で入札した。その結果，同被上告人をメインとするＪＶが落札し，落札率は

９９．８９％であった。 

 キ 公社は，八王子市の下水道工事（本件審決にいう番号７１の物件）につい
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て，ＡＡランクの工事として，平成１２年７月２１日付け工事発注予定表により入

札予定を公表し，１０組のＪＶの構成員となるべき事業者を指名して，同年８月２

３日に入札を実施した。指名業者によるＪＶ結成後のメインは，本件３３社のうち

の被上告人Ｘ４を含む３社及びその他４７社のうちの７社であった。同被上告人を

除く各社をメインとするＪＶは，予定価格を上回る価格で入札した。その結果，同

被上告人をメインとするＪＶが落札し，落札率は９９．７５％であった。 

 (5) 上告人は，平成２０年７月２４日付けの本件審決において，次のアないし

キの事実を認定し，イの本件３３社による合意は，法２条６項所定の「不当な取引

制限」に当たり，かつ，法７条の２第１項所定の「役務の対価に係るもの」であ

り，本件個別工事はいずれも同項にいう「当該…役務」として課徴金の対象となる

と判断して，被上告人Ｘ１につき１３７４万円，同Ｘ４につき２９８６万円，同Ｘ２

につき５０４６万円，同Ｘ３につき１３４８万円のそれぞれ課徴金を国庫に納付す

べき旨を命じた。 

 ア 多摩地区に営業所を置くゼネコンは，以前，ｆと称する組織に会員として参

加していた。同組織は，昭和５４年頃から平成４年頃まで存続し，上告人が同年に

会員のゼネコンを含む埼玉県発注の土木工事の入札への参加者に対して勧告を行っ

たのを機に解散したが，その後も，旧会員らのほか，解散後に多摩地区に進出した

ゼネコンや多摩地区に営業所を置かずに事業活動を行っているゼネコンの営業担当

者を含めて，恒例的に懇親会が開催されていた。また，同組織の解散以前にはゼネ

コン各社の営業担当者の名簿が作成されていたところ，同組織の解散後もほぼ同じ

体裁の名簿が作成されていた。 

 上記組織の存続当時，上記名簿に掲載されていたゼネコンの間では，工事の入札
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に当たって，受注意欲を持つ者や発注される工事との関連性を持つ者がある場合に

は，当該受注意欲や関連性を尊重することによって競争を避けることが望ましいと

の認識が存しており，受注を希望する者の間の話合いが難航した場合には，同組織

の会長等の役員が調整に当たっていた。同組織の解散後においても，多摩地区にお

いて事業活動を行うゼネコン各社は，上記と同じ認識を有していた。 

 イ 本件３３社は，遅くとも平成９年１０月１日以降，公社発注の特定土木工事

について，受注価格の低落防止を図るため，① 公社から入札参加業者又は入札参

加ＪＶの構成員として自社が指名を受けた場合には，当該工事若しくは当該工事の

施工場所との関連性（以下「条件」という。）が強い者又は当該工事についての受

注の希望を表明する者（以下「受注希望者」という。）が１名のときは，その者又

はその者を構成員とするＪＶを受注予定者とし，受注希望者が複数のときは，それ

ぞれの者の条件等の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決

め，② 受注すべき価格は，受注予定者が決定し，受注予定者以外の者は，受注予

定者がその決定した価格で受注できるように協力する旨の合意（以下「本件基本合

意」という。）をしていた。 

 ウ 本件基本合意に基づく具体的な受注調整の方法は，次のとおりである。 

 (ア) 受注希望者は，当該工事の発注が予測された時点又は公社が入札の執行を

公示した時点で，他のゼネコン又はその多摩地区における営業担当者のうちの有力

者に対して，自社が受注を希望し又は条件を有していることを必要に応じてアピー

ルしていた。受注希望者が複数いる場合には，受注希望者の間でいずれの者の条件

等が強いかを話し合うことにより，受注予定者が決められていた。アピールを受け

た他社全てが受注希望を表明しなかったときは，入札指名前の段階でも受注希望者
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が１社に絞り込まれていた。 

 (イ) 受注希望者は，前記(ア)のアピールに代えて又はこれと併せて，他のゼネ

コンに対して，公社に工事希望票を提出するよう依頼していた。この依頼は，他の

ゼネコンに指名競争入札に参加して自社の受注に協力してほしいという趣旨で行わ

れるものであるが，同時に，指名業者のうち，自社の受注への協力を見込めるゼネ

コンが占める割合を多くすることにより，自社が受注できる可能性を高めることも

目的としていた。 

 (ウ) 条件は，具体的には，① 当該工事が過去に自社が施工した工事の継続工

事であること，② 自社と特別な関係にある建設コンサルタント業者が当該工事の

調査又は設計の入札に参加していること，③ 当該工事の施工場所又はその近隣で

施工実績があること，④ 当該工事の施工場所の近隣に自社の資材置場や営業所等

の施設があること，⑤ 自社又は関連会社が当該工事の施工場所の地権者であるこ

と等である。これらの条件の中では，①及び⑤がそれ以外の条件よりも強い条件で

あるとされ，その他の条件については強さの順序が明確ではなかった。 

 (エ) 発注される工事について，自社に強い条件があり，他社に条件がない場合

には，他社に対して直接の受注希望の表明ないし入札における協力の依頼をしなく

とも，自社に強い条件があることを他社が認識していれば，受注予定者とされてい

た。したがって，当該工事を受注しようとする者は，自社に強い条件があることが

他の相指名業者にも明らかであると考える場合には，その相指名業者に対し入札に

おける協力を依頼しないこともあった。 

 (オ) 受注予定者が決められた場合には，受注予定者が，相指名業者となったゼ

ネコンに対して，入札価格を連絡し，連絡を受けたゼネコンは，受注予定者の入札
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価格より高い価格で入札していた。また，相指名業者となったゼネコンは，経験的

に，発注工事と同等の過去の工事の入札結果等を勘案して積算することにより予定

価格を推計できることから，受注予定者から入札価格の連絡がなくても，受注予定

者の受注を妨げないであろう価格を比較的容易に予測し得たので，そのような価格

で入札していた。このような入札価格の連絡を受けることにより，相指名業者が受

注予定者を知ることもあった。 

 (カ) ＪＶを結成して指名競争入札に参加する場合には，ＪＶの受注への協力の

依頼，受注予定者を決めるための話合い及び入札価格の連絡，確認は，通常，ＪＶ

のメインの間で行われていた。 

 エ 本件３３社は，本件基本合意に基づき，本件３４件の工事について，それぞ

れ本件３３社中の１社である入札参加業者又は本件３３社中の１社をメインとする

入札参加ＪＶを受注予定者と決め，そのうち３３件の工事については，受注予定者

が入札参加業者又は入札参加ＪＶのメインとなった他のゼネコンの協力を得て落札

し受注するとともに，他の１件の工事については，受注予定者以外の本件３３社中

の１社をメインとするＪＶが本件基本合意に基づく受注調整の結果を利用して落札

し受注した。 

 オ 本件３４件の工事のうち地元業者が入札参加業者又は入札参加ＪＶのメイン

となった２４件の工事については，少なくともそのうちの２０件の入札において，

当該地元業者に，受注予定者からの協力依頼に応じ又は高めの価格で入札して競争

を回避する行動がみられた。 

 カ 本件個別工事においては，いずれも，指名を受けたゼネコン各社のうち，当

該工事を落札し受注したＪＶのメインとなった各被上告人を除く各社が，当該被上
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告人による工事希望票の提出依頼，入札価格の連絡，確認等の過程で，当該被上告

人をメインとするＪＶが当該工事の受注を希望していることを認識し，それに異議

を唱えなかったことにより，当該ＪＶが受注予定者とされていた。 

 キ 平成１２年９月２７日，上告人が法の規定に基づき審査を開始したところ，

同日，本件基本合意は事実上消滅した。 

 ３ 原審は，上記事実関係等の下において，次のとおり判断し，本件審決のうち

被上告人らに対して課徴金の納付を命じた部分を取り消すべきものとした。 

 上告人が本件審決において認定する本件基本合意とは，本件３３社において，公

社の発注するＡランク以上の土木工事は受注希望を有する者が受注すればよい，受

注希望者が複数いれば当該受注希望者同士で自社の条件等を話し合えばよい，その

他の者は受注希望者から工事希望票の提出依頼や入札価格の連絡等がされた場合に

はこれに従い受注希望者の落札を妨害する行為はしない，という共通認識があった

という程度のものにすぎず，この程度の認識を建設業者らが有していたことをもっ

て直ちに自由で自主的な営業活動上の意思決定を将来にわたって拘束するほどの合

意の成立があったと断ずることはできない。また，上告人が本件審決において認定

する本件個別工事に係る前記２(5)カの事実をもって競争が実質的に制限されたと

断ずるには論理の飛躍があり，更に建設業者が自由で自主的な営業活動を行うこと

を停止され又は排除されたというような，その結果競争が実質的に減少したと評価

できるだけの事実も認定されなければならないというべきところ，そのような事実

までを認定するに足りる証拠はなく，かえって本件個別工事のいずれの受注におい

ても本件における取引分野で予定されている競争は正常に行われたと評するのが相

当とさえいうことができる。したがって，本件個別工事の受注において法２条６項
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所定の「不当な取引制限」があったとの事実を認定するに足りる実質的な証拠があ

るとはいえず，本件審決のうち被上告人らに対して課徴金の納付を命じた部分は，

その基礎となった事実を立証する実質的な証拠がないものであるから，取消しを免

れない。 

 ４ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次

のとおりである。 

 (1) 本件審決に係る審判で取り調べられた証拠によれば，上告人が本件審決に

おいて，前記２(5)のうちイを除く各事実を認定したことは合理的であり，また，

同イの事実を認定したことも，本件対象期間において，多摩地区で事業活動を行う

ゼネコンのうち少なくとも本件３３社が，少なくともＡランク以上の土木工事のう

ちの公社発注の特定土木工事を対象として，本件基本合意をしていた旨を認定した

ものとして合理的であるというべきであるから，これらの認定事実には，それを立

証する実質的な証拠があるものと認められる。 

 (2) 本件基本合意は，前記２(5)イのとおり，各社が，話合い等によって入札に

おける落札予定者及び落札予定価格をあらかじめ決定し，落札予定者の落札に協力

するという内容の取決めであり，入札参加業者又は入札参加ＪＶのメインとなった

各社は，本来的には自由に入札価格を決めることができるはずのところを，このよ

うな取決めがされたときは，これに制約されて意思決定を行うことになるという意

味において，各社の事業活動が事実上拘束される結果となることは明らかであるか

ら，本件基本合意は，法２条６項にいう「その事業活動を拘束し」の要件を充足す

るものということができる。そして，本件基本合意の成立により，各社の間に，上

記の取決めに基づいた行動をとることを互いに認識し認容して歩調を合わせるとい
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う意思の連絡が形成されたものといえるから，本件基本合意は，同項にいう「共同

して…相互に」の要件も充足するものということができる。 

 また，法が，公正かつ自由な競争を促進することなどにより，一般消費者の利益

を確保するとともに，国民経済の民主的で健全な発達を促進することを目的として

いること（１条）等に鑑みると，法２条６項にいう「一定の取引分野における競争

を実質的に制限する」とは，当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうことを

いい，本件基本合意のような一定の入札市場における受注調整の基本的な方法や手

順等を取り決める行為によって競争制限が行われる場合には，当該取決めによっ

て，その当事者である事業者らがその意思で当該入札市場における落札者及び落札

価格をある程度自由に左右することができる状態をもたらすことをいうものと解さ

れる。そして，本件基本合意の当事者及びその対象となった工事の規模，内容や，

前記２(1)のとおり，公社では，予定価格が５００万円以上の工事の発注について

工事希望型指名競争入札と称する方式を採用し，規模の大きい工事や高度な施工技

術が求められる工事については，入札参加希望者の中から原則として格付順位の上

位の者が優先して指名業者に選定されていたためその上位に格付けされていたゼネ

コンが指名業者に選定されることが多かったことから，Ａランク以上の土木工事に

ついては，入札参加を希望する事業者ランクがＡの事業者の中でも，本件３３社及

びその他４７社が指名業者に選定される可能性が高かったものと認められることに

加え，本件基本合意に基づく個別の受注調整においては，同(5)ア，エ及びオのと

おり，その他４７社からの協力が一般的に期待でき，地元業者の協力又は競争回避

行動も相応に期待できる状況の下にあったものと認められることなども併せ考慮す

れば，本件基本合意は，それによって上記の状態をもたらし得るものであったとい
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うことができる。しかも，前記２(3)及び同(5)エのとおり，本件対象期間中に発注

された公社発注の特定土木工事のうち相当数の工事において本件基本合意に基づく

個別の受注調整が現に行われ，そのほとんど全ての工事において受注予定者とされ

た者又はＪＶが落札し，その大部分における落札率も９７％を超える極めて高いも

のであったことからすると，本件基本合意は，本件対象期間中，公社発注の特定土

木工事を含むＡランク以上の土木工事に係る入札市場の相当部分において，事実上

の拘束力をもって有効に機能し，上記の状態をもたらしていたものということがで

きる。そうすると，本件基本合意は，法２条６項にいう「一定の取引分野における

競争を実質的に制限する」の要件を充足するものというべきである。 

 さらに，以上のような本件基本合意が，法２条６項にいう「公共の利益に反し

て」の要件を充足するものであることも明らかである。 

 以上によれば，本件基本合意は，法２条６項及び７条の２第１項所定の「不当な

取引制限」に当たるというべきである。 

 (3) 法の定める課徴金の制度は，不当な取引制限等の摘発に伴う不利益を増大

させてその経済的誘因を小さくし，不当な取引制限等の予防効果を強化することを

目的として，刑事罰の定め（法８９条）や損害賠償制度（法２５条）に加えて設け

られたものである（最高裁平成１４年（行ヒ）第７２号同１７年９月１３日第三小

法廷判決・民集５９巻７号１９５０頁参照）。 

 本件基本合意は，法７条の２第１項所定の「役務の対価に係るもの」に当たるも

のであるところ，上記の課徴金制度の趣旨に鑑みると，同項所定の課徴金の対象と

なる「当該…役務」とは，本件においては，本件基本合意の対象とされた工事であ

って，本件基本合意に基づく受注調整等の結果，具体的な競争制限効果が発生する
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に至ったものをいうと解される。そして，前記２(4)及び同(5)カのとおり，本件個

別工事は，いずれも本件基本合意に基づく個別の受注調整の結果，受注予定者とさ

れた者が落札し受注したものであり，しかもその落札率は８９．７９％ないし９

９．９７％といずれも高いものであったから，本件個別工事についてその結果とし

て具体的な競争制限効果が発生したことは明らかである。 

 以上によれば，本件個別工事は，法７条の２第１項にいう「当該…役務」として

同項所定の課徴金の対象となるものというべきである。 

 ５ これと異なる原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違

反がある。論旨は理由があり，原判決は破棄を免れない。そして，以上説示したと

ころによれば，被上告人らの請求はいずれも理由がないから棄却すべきである。 

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 白木 勇 裁判官 宮川光治 裁判官 櫻井龍子 裁判官 

金築誠志 裁判官 横田尤孝) 


